
1. 少子化対策に関わる今後の施策と広報展開について
少子化対策として、淡路市は、第5子に100万円の出

産祝金。民間企業のソフトバンクは第3子100万円、第4子300万円。
第5子500万円の祝金を2008年度から実施、2019年度第1子第2子合計
が約800名。第3子75名。第4子が12名。第5子以降が4名の実績が出
ている。そこで神戸市も第3子以降の家庭には固定資産税を減税す
るなど、神戸で産み育て暮らしていけるような、このような策は、
いいかがか。

少子化の問題について基本的には国全体で対応、た
だ自治体では少子化については待ったなしの状況です。民間企業も
成果が上がっているのは、効果があると思う。固定資産税も一つの
案。令和3年度から新設するこども未来課で政策も担当。新しいア
イデアも民間の事例も含めて情報収集し全庁的にしっかりと検討し
ていく。

子育ての広報について神戸市として各施策のPRが不足してるのではないか。

細々してると痛感しており十分ではないと思っているが、できれば口コミで利用した人から
発信することが信用度が非常に高い。昨年12月から神戸で子育てをしている方、31人を神戸ママフレ部員に
任命し、ツイッター等で神戸で子育てする魅力について情報発信をしてもらっている。

2. 子育てサークル支援等、子育て施策の充実について
兵庫区では出産前のコミュニティや情報共有の場がない状況。子育てサークルも主催者の負担

が多くなって、支援を受けづらくなっている状態。子育てサークルの行政からの支援が必要ではないか。

母子健康作りグループ支援事業が、栄養士、音楽療法士、保育士等の専門職を講師として派
遣、子育てサークルの活性化の支援をしている。補助金申請の手続きの簡略化とかそのお手伝いをすること
が必要なことだと考えるので今後も子育てサークルの支援について、自主的な活動を継続できるよう支援を
考えていきたい。

多様なコミュニティーを備えた子供食堂を令和3年度は全校163校区中100校区目標に展開する
とあるが産前産後のコミュニティを一緒に展開できるように尽力いただけないか。

子供の居場所の全市展開に注力し立ち上げ支援の強化を来年度実施を考えいる。その上で、
各子育てコーディネーターが中心となり、地域のニーズや課題を踏まえ、より幅広く、産前産後の母親の子
育て世代のコミュニティにとっての居場所になるように、その方策を検討していく。

3. 産後ケア事業における人材活用について
来年度予算では、産後ケア事業において従来型の宿泊型と通所型に新たに訪問型を加え、地

域人材の有効活用、地域の格差を埋める意味でも非常に有意義である。兵庫区では出産できる産婦人科助産
院がないため特に大変重要である。訪問型の産後ケア事業についての助産院、助産師の人材をどのように確
保しようとしてるのか。

産後ケア事業については市内18ヶ所の医療機関と助産所 で行っている。自宅でケアを受ける
ことが可能になれば地域間の格差が軽減できると考えており、事業の実施は、実施者の助産師等の専門職の
人材確保が大変不可欠である。事業の実施に向けて人材確保についてはぜひ頑張っていきたい。

4. 老朽化した私立保育園の建て替え支援について
神戸市の私立保育園で公立の保育園の建物をそのまま引

き受けた私立保育園について建物が老朽化し建て替えが必要な保育園に
は建替の支援が必要ではないか。

子供の安全安心な保育環境を将来にわたって維持するた
めには、ご指摘の老朽化した保育園の建て替え、これが必要であると認
識をしている。そのための支援方策につきまして今後検討していく。
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1. コロナ禍における学校の見える化、スマートシティ活用について
今回のコロナ禍で授業参観が実施できなかった

ためオンラインによる授業参観希望が多い。教育の現場でICTの
活用が先行している会津若松で、「あいずっこ+」とし「学校の
見える化」が進み、学校同士の切磋琢磨で学校のレベルが向
上。神戸市もスマートシティーの取り組みの中で今後のICT技術
を活用した学校の見える化、どのように取り組んでいくのか。

学校の見える化は、学校運営を行っていくということで大変重要。「あいづっこ＋」は、学
校の行事の様子、写真、学校だより、給食だより、緊急情報など保護者にスマートフォン向けアプリとして
提供する新しいツール。神戸市では来年度から新たな連絡ツール“すぐーる”を全ての学校で運用すること
で、学校だよりや行事案内を保護者にデータで配信、保護者が専用アプリで欠席や遅刻の連絡を入れたり、
アンケートに回答等が可能となる環境を整えている。今後もICT技術を積極的に活用し、学校生活の様子を
保護者に発信するような取り組みを充実させていきたい。

2. 拠点校部活動の充実について
子供たちには、人間性や社会性を育むにあたって部活動は、非常に貴重な体験ができる場で

ある。5年間で運動部は25部、文化部も18部減っている。拠点部活動の充実のため1点目は、拠点校部活動の
条件の原則として小学校の時に1年以上継続して経験したことがあること。いう条件を撤廃していただきた
い。 2点目は、拠点校部活動に文化部も追加していただきたい

拠点校部活動について、現在は陸上、水泳の個人種目が9種目と、バスケットボールで合計10
種目の運動部を実施。400名以上の生徒が活動中。今後の部活動の望ましいあり方を協議する中学校部活動懇
話会において文化部の拠点校の活動の実施や小学校時における権限経験年数の条件の見直しについても今後
議論を行い、検討していきたい。

拠点部活動の1年間いう条件の撤廃や文化部の追加を議論いただき、その上でもう少し小さい
会議体も必要ではないか。区単位、近隣中学校単位などで確認できる体制をとっていただき児童生徒の情報
をしっかり吸い上げ、文化部、運動部問わず、ニーズを把握していただいて幅広く部活動の間口を広げてい
ただくようにしていただきたい。

今後の部活動のあり方は保護者、運動部文化部の関係者から意見を取り入れることは非常に
重要なことだ。部活動ガイドラインの実施状況や、その効果の検証を重点的に協議をしてきたが、今後の部
活動の柔軟なやり方といった観点からは正直申し上げて十分な議論ができていなかった。部活動の望ましい
あり方として生徒や保護者関係者からニーズを十分に酌み取った部活動にしていくためにどういった観点か
ら改善していけば良いのか、検討していきたいと考えている。

3. 中学校給食の全員喫食に向けた取り組みについて
中学校給食の来年度からの全員給食制への移行に向けた調査検討

の開始について給食の準備にあたって廊下で配膳準備されてる学校があった。動
線が重なり、時間を要し生徒同士がぶつかってしまう。さらに食器を落とすトラ
ブルがあった。課題が山積してるが、どのように解決しようとしてるのか。

1日約3万7000食の給食を安定的に提供していくために、どのよう
な方式で実施し、調理体制の確保などが大きな課題である。ご飯に加えておかず
全体を温かい状態で提供するために、教室での配膳ということが必要。配膳のた
めの時間、場所や動線についても十分検討していきたい。さらにアレルギーへの
対応、地元食材のこれまで以上の利用の促進、献立内容のさらなる充実、などもあわせて検討していく。課題
解決は、現在学校給食委員会の中で有識者、保護者代表、学校関係者等々において全員喫食性における実施方
式の検討とあわせて幅広く議論を行う。今年の秋ごろまでに基本方針を策定したい。

多くの課題があるが精力的に検討しできるだけ早く温かい給食ができるようお願いしたい。給
食時間の確保、民間事業者の活用、センターの整備、アレルギーの対応も小学校と同様に別メニューの対応
で、神戸のお米、神戸の野菜、また神戸のシラスなど地産地消の取り組みをぜひ進めていただきたい。

4. 神戸高専の認知度・魅力向上についても質疑いたしました。（質疑要旨は紙面上割愛します）
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